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申
請
者
（
リ
ー
ス
の
場
合
は
リ
ー
ス
を
受
け
る
リ
ー
ス
使
用
者
）
は
、
鹿
児
島
県
の
求
め
に
応
じ
て
設
備
の
利
用
状
況
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
等
に
回
答
す
る
こ
と
。

(
1
3
)

事
前
着
手
届
（
別
記
第
1
7
号
様
式
）
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
は
，
工
程
表
又
は
メ
ー
カ
ー
に
納
期
確
認
し
た
根
拠
資
料
（
メ
ー
ル
等
）
を
届
出
書
と
併
せ
て
提
出
す
る
こ
と
。
た
だ
し
，
交
付
決
定
前
に
事
業

が
完
了
（
納
品
，
検
収
，
支
払
等
を
実
施
）
し
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
，
補
助
対
象
外
と
す
る
。

補
助
対
象
施
設
を
設
置
す
る
土
地
，
建
物
は
，
補
助
事
業
者
の
所
有
で
あ
る
，
ま
た
は
土
地
，
建
物
の
所
有
者
か
ら
設
備
を
設
置
す
る
こ
と
の
許
諾
を
得
て
い
る
こ
と
。

小
水
力
発
電
は
出
力
1
0
0
0
k
W
以
下
を
対
象
と
す
る
。

小
型
風
力
発
電
は
ロ
ー
タ
受
風
面
積
が
2
0
0
㎡
未
満
の
風
車
と
す
る
。

マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
事
業
は
，
複
数
施
設
で
構
築
さ
れ
る
エ
リ
ア
で
行
う
取
組
み
を
対
象
と
す
る
。

上
記
補
助
対
象
設
備
が
リ
ー
ス
契
約
の
場
合
は
，
補
助
事
業
者
が
リ
ー
ス
事
業
者
で
あ
り
，
使
用
者
と
リ
ー
ス
契
約
(
リ
ー
ス
契
約
期
間
が
別
表
第
２
に
掲
げ
る
処
分
制
限
期
間
以
上
で
あ
る
こ
と
。
）
を
締
結
し

て
お
り
，
リ
ー
ス
料
か
ら
補
助
金
相
当
分
が
減
額
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

上
記
補
助
対
象
設
備
が
P
P
A
契
約
の
場
合
は
，
補
助
事
業
者
が
P
P
A
事
業
者
で
あ
り
，
使
用
者
と
P
P
A
契
約
を
締
結
し
て
お
り
，
サ
ー
ビ
ス
料
か
ら
補
助
金
相
当
分
が
減
額
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

県
内
に
導
入
す
る
設
備
で
あ
り
，
発
電
し
た
電
力
は
県
内
で
消
費
す
る
こ
と
。

導
入
す
る
設
備
は
中
古
設
備
で
は
な
い
こ
と
。

補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
発
電
設
備
は
，
電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
2
3
年
法
律
第
1
0
8
号
）
に
基
づ
く
固
定
価
格
買
取
制
度
(
F
I
T
)
及
び
F
I
P

（
F
e
e
d
 
i
n
 
P
r
e
m
i
u
m
）
制
度
に
よ
る
売
電
を
行
わ
ず
，
発
電
し
た
電
力
は
自
家
消
費
す
る
こ
と
。
た
だ
し
，
余
剰
電
力
の
売
電
は
差
し
支
え
な
い
。
ま
た
，
本
事
業
に
参
加
し
た
後
に
，
F
I
T
制
度
及
び
の
F
I
P
制

度
の
認
定
を
取
得
し
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

過
去
に
鹿
児
島
県
住
宅
用
太
陽
光
発
電
普
及
推
進
事
業
の
交
付
を
受
け
て
導
入
し
た
太
陽
光
発
電
設
備
の
更
新
は
対
象
外
と
す
る
。

国
，
県
又
は
市
町
村
の
他
の
補
助
金
を
受
け
て
実
施
す
る
場
合
は
，
対
象
外
と
す
る
。

１
／
２
以
内

(
上
限
2
,
7
0
0
万
円
)

２
／
３
以
内

(
上
限
3
,
6
0
0
万
円
)

小
型
風
力
発
電

小
水
力
発
電

地
熱
発
電

バ
イ
オ
マ
ス
発
電

蓄
電
池

発
電
設
備
と
同
時
に
設
置
す
る
こ
と

蓄
電
池

既
存
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電

設
備
に
併
設
す
る
こ
と

以
下
の
い
ず
れ
か
の
取
組
で
あ
る
こ
と
。

(
1
)
　
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
事
業

(
2
)
　
オ
ン
サ
イ
ト
P
P
A
に
よ
る
再
生
可
能

　
　
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
導
入
事
業

(
3
)
　
オ
フ
サ
イ
ト
P
P
A
に
よ
る
再
生
可
能

　
　
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
導
入
事
業

(
4
)
　
自
己
託
送
を
利
用
し
た
送
電
事
業

(
5
)
　
特
定
エ
リ
ア
の
オ
フ
グ
リ
ッ
ド
化
事
業

発 電 設 備

太
陽
光
発
電

蓄
電
池
を
同
時
に
設
置
す
る
こ
と

事
業
を
行
う

た
め
に
必
要
な

・
工
事
費

・
設
備
費

・
業
務
費

(
別
表
第
２
)

県
内
市
町
村
,

民
間
事
業
者

別
表
第
１
　
補
助
対
象
設
備
等
（
第
４
条
,
第
６
条
関
係
）

補
助
対
象
事
業

補
助
対
象
設
備

補
助
対
象
経

費
補
助
対
象
者

補
助
率

（
上
限
）

種
類

補
助
要

件
県
本

土
県
内
離
島



別表第２　補助対象経費（第４条関係）

区分 費目 細分 内容

本工事費 材料費

事業を行うために直接必要な材料の購入費をいい，これに要する運搬
費，保管料を含むものとする。この材料単価は，建設物価（建設物価調
査会編），積算資料（経済調査会編）等を参考のうえ，事業の実施の時
期，地域の実態及び他事業との関連を考慮して適切な単価とする。

（直接工事費） 労務費

　本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件費をいう。この労務
単価は，毎年度農林水産，国土交通の２省が協議して決定した「公共工
事設計労務単価表」を参考として，事業の実施の時期，地域の実態及び
他事業との関連を考慮して適切な単価とする。

直接経費

　事業を行うために直接必要とする経費であり、次の費用をいう。
①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用料及び派出する技術
者等に要する費用）
②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電力電灯使用料及び用
水使用料）
③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に要する経費（材料
費、労務費を除く。））
④負担金（事業を行うために必要な経費を契約、協定等に基づき負担す
る経費）

　事業を行うために直接必要な現場経費であって、次の費用をいう。

①事業を行うために直接必要な機械器具等の運搬、移動に要する費用

②準備、後片付け整地等に要する費用

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要する費用

④技術管理に要する費用

⑤交通の管理、安全施設に要する費用

現場管理費

　事業を行うために直接必要な現場経費であって，労務管理費，水道光
熱費，消耗品費，通信交通費その他に要する費用をいい，類似の事業を
参考に決定する。

一般管理費
事業を行うために直接必要な諸給与，決定福利費，修繕維持費，事務

用品費，通信交通費をいい，類似の事業を参考に決定する。

付帯工事費
本工事費に付随する直接必要な工事に要する必要最低限度の範囲で，

経費の算定方法は本工事費に準じて算出すること。

機械器具費

事業を行うために直接必要な建築用，小運搬用その他工事用機械器具
の購入，借料，運搬，据え付け，撤去，修繕及び製作に要する経費をい
う。

測量及び試験費

　事業を行うために直接必要な調査，測量，基本設計，実施設計，工事
監理及び試験に要する経費をいう。また，地方公共団体が直接，調査，
測量，基本設計，実施設計，工事監理及び試験を行う場合において，こ
れに要する材料費，労務費，労務者保険料等の費用をいい，請負又は委
託により調査，測量，基本設計，実施設計，工事監理及び試験を施工す
る場合においては請負費又は委託料の費用をいう。

設備費 設備費
　事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入並びに購入物の運
搬，調整，据付け等に要する経費をいう。

業務費 業務費

　事業を行うために直接必要な機器，設備又はシステム等に係る調
査，設計，製作，試験及び検証に要する経費をいう。また，地方公
共団体が直接，調査，設計，製作，試験及び検証を行う場合におい
て，これに要する材料費，人件費，水道光熱費，消耗品費，通信交
通費その他に要する費用をいい，請負又は委託により調査，設計，
製作，試験及び検証を行う場合においては請負費又は委託料の費用
をいう。
　PPA契約やリース契約等により実施される場合，事業を行うために
直接必要な需用費，役務費，委託料，使用料及び賃借料を含むもの
とする。

工事費

（間接工事費）

共通仮設費



別表第３（第21条関係）

期　　間

１７年

１７年

２２年

１７年

１７年

６年

別表第４（第21条関係）

①　取得財産が天災等により機能不能となり抹消処分した場合

②　その他鹿児島県が特に認める場合 

蓄電池

財産の種類

太陽光発電

風力発電

小水力発電

地熱発電

バイオマス発電


